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1．個別財務諸表等
(1) 貸借対照表
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）

当中間会計期間末 前事業年度末 前中間会計期間末

平成15年９月30日現在 平成15年３月31日現在
増減

平成14年９月30日現在

　　
　　　　　　　　　　期　　別
　
　　　科　　目

金額 構成比 金額 構成比 金額 構成比
％ ％ ％

（資産の部）

　流動資産 26,050 45.0 26,476 44.8 △ 426 26,909 46.5

　　　現金・預金 2,282 2,996 △ 714 4,825

　　　受取手形 4,756 4,276 480 3,949

　　　売掛金 8,878 9,726 △ 848 8,474

　　　有価証券 － － － 12

　　　たな卸資産 5,692 5,501 190 5,252

　　　未収入金 3,811 3,341 469 3,675

　　　繰延税金資産 247 337 △ 90 266

　　　その他 523 436 87 545

　　　貸倒引当金 △ 141 △ 140 △ 0 △94

　固定資産 31,798 55.0 32,693 55.2 △ 894 31,008 53.5

　　有形固定資産 22,029 38.1 22,139 37.4 △ 110 22,044 38.1

　　　建物 4,015 4,029 △ 13 3,700

　　　機械及び装置 2,102 2,139 △ 37 2,145

　　　土地 14,676 14,670 6 14,350

　　　その他 1,234 1,300 △ 65 1,847

　　無形固定資産 33 0.1 33 0.0 0 33 0.0

　投資その他の資産 9,735 16.8 10,520 17.8 △ 784 8,930 15.4

　　　投資有価証券 3,226 4,118 △ 891 2,821
　　　関係会社株式 3,524 3,512 11 3,509

　　　繰延税金資産 1,592 1,713 △ 120 1,398

　　　その他 1,557 1,339 217 1,352

　　　貸倒引当金 △ 164 △ 164 △ 0 △151

資産合計 57,849 100.0 59,170 100.0 △ 1,321 57,917 100.0
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）

当中間会計期間末 前事業年度末 前中間会計期間末

平成15年９月30日現在 平成15年３月31日現在
増減

平成14年９月30日現在

　　
　　　　　　　　　　期　　別
　
　　　科　　目

金額 構成比 金額 構成比 金額 構成比
％ ％ ％

（負債の部）

　流動負債 28,470 49.2 31,646 53.5 △ 3,176 32,797 56.6

　　　支払手形 5,040 5,617 △ 576 5,051
　　　買掛金 11,859 10,843 1,015 11,322

　　　短期借入金 5,092 6,492 △ 1,400 8,710

　　　転換社債 － 3,389 △ 3,389 3,389

　　　（1年以内償還予定）

　　　長期借入金 2,972 886 2,085 647

　　　（1年以内返済予定）

　　　未払金 786 707 78 800

　　　未払法人税等 277 720 △ 443 417

　　　未払費用 662 760 △ 97 731

　　　その他 1,779 2,229 △ 449 1,727

　固定負債 13,579 23.5 11,835 20.0 1,744 9,487 16.4

　　　社債 2,000 2,000 － 2,000

　　　長期借入金 5,734 4,476 1,257 2,546

　　　再評価に係る繰延税金負債 2,544 2,544 － 2,638

　　　退職給付引当金 3,173 2,656 517 2,162

　　　役員退職慰労引当金 126 157 △ 31 139

負債合計 42,049 72.7 43,481 73.5 △ 1,432 42,284 73.0

　資本金 7,507 13.0 7,507 12.7 － 7,507 13.0
　資本剰余金 1,130 1.9 1,130 1.9 － 1,130 1.9

　　　資本準備金 1,130 1,130 － 1,130
　利益剰余金 4,952 8.6 5,350 9.0 △ 398 5,205 9.0

　　　利益準備金 736 694 41 694

　　　任意積立金 2,616 2,625 △ 8 2,625

　　　中間（当期）未処分利益 1,599 2,030 △ 430 1,884

　土地再評価差額金 2,138 3.7 2,138 3.6 － 2,044 3.5

　その他有価証券評価差額金 73 0.1 △ 435 △ 0.7 509 △ 252 △ 0.4

　自己株式 △ 2 △ 0.0 △ 2 △ 0.0 △ 0 △ 1 △ 0.0

資本合計 15,799 27.3 15,689 26.5 110 15,633 27.0

負債及び資本合計 57,849 100.0 59,170 100.0 △ 1,321 57,917 100.0
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(2) 損益計算書
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）

当中間会計期間 前中間会計期間 前事業年度

自　平成15年４月１日 自　平成14年４月１日
増減

自　平成14年４月１日

至　平成15年９月30日 至　平成14年９月30日 至　平成15年３月31日

　　
　　　　　　　　　　期　　別
　

　　　科　　目

金　額 構成比 金　額 構成比 金　額 構成比
％ ％ ％

　売上高 23,734 100.0 24,743 100.0 △ 1,009 49,920 100.0

　売上原価 17,680 74.5 18,338 74.1 △ 657 36,885 73.9

　　　売上総利益 6,053 25.5 6,405 25.9 △ 351 13,034 26.1

　販売費及び一般管理費 6,148 25.9 6,315 25.5 △ 166 12,557 25.1

　　　営業利益 △ 95 △ 0.4 89 0.4 △ 185 476 1.0

　営業外収益 278 1.2 222 0.9 55 470 0.9

　　　受取利息 3 5 △ 1 10
　　　受取配当金 80 72 7 88

　　　その他 194 144 49 371

　営業外費用 426 1.8 299 1.2 127 702 1.4

　　　支払利息 138 127 10 259

　　　その他 288 171 116 443

　　　経常利益 △ 243 △ 1.0 13 0.1 △ 256 244 0.5

　特別利益 379 1.6 504 2.0 △ 125 1,334 2.7

　　　固定資産売却益 0 － 0 813

　　　投資有価証券売却益 378 504 △ 126 521

　特別損失 39 0.2 197 0.8 △ 157 817 1.7

　　　固定資産除却損 7 109 △ 102 218

　　　投資有価証券売却損 － － － 452

　　　投資有価証券評価損 2 0 2 0

　　　ゴルフ会員権評価損等 － 57 △ 57 70

　　　前期損益修正損 30 30 △ 0 75

　　　税引前中間（当期）純利益 96 0.4 320 1.3 △ 224 761 1.5

　　　法人税、住民税及び事業税 219 430 △ 210 997

　　　法人税等調整額 △ 135 △ 273 138 △ 546

　　　中間（当期）純利益 11 0.1 164 0.7 △ 153 310 0.6

　　　前期繰越利益 1,585 1,717 △ 131 1,717

　　　社会貢献活動積立金取崩額 3 3 － 3

　　　中間（当期）未処分利益 1,599 1,884 △ 285 2,030
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比較売上高
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）

当 中 間 会 計 期 間

（15 .4.1～15.9.30)

前 中 間 会 計 期 間

(14. 4.1 ～1 4. 9 . 3 0 )

前 事 業 年 度

（14 .4.1～15. 3.31)製品別
金 額 構 成 比 金 額 構 成 比 金 額 構 成 比

塗料
　油性塗料類
　合成樹脂塗料類
　水系塗料類
　シンナー類

610
18,082
3,548
921

％
2.6
76.1
15.0
3.9

636
18,588
3,683
979

％
2.6
75.0
14.9
4.0

1,316
37,575
7,397
1,898

％
2.6
75.3
14.8
3.8

　　　　小計
その他

 23,163
570
　97.6
2.4
   23,887
855

96.5
3.5

48,188
1,732

96.5
3.5

合計 23,734 100.0 24,743 100.0 49,920 100.0
（内、輸出高） 　(1,001) (4.2) 　　(810) (3.3) 　(1,691) (3.4)

中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項
1．有価証券の評価基準及び評価方法
関係会社株式　　　：移動平均法による原価法
その他有価証券
時価のあるもの  ：中間決算日の市場価格等に基づく時価法(評価差額は全部資本直入法により処理

し、売却原価は移動平均法により算定しております。)
時価のないもの  ：移動平均法による原価法

2．たな卸資産の評価基準及び評価方法
(1)評価基準          ：原価法
(2)評価方法          ：主として総平均法
3．固定資産の減価償却方法
有形固定資産       ：定額法によっております。なお、主な耐用年数は以下のとおりです。

建物　　　　        ：15～50年
機械及び装置　　    ：主に9年
その他　　　　　    ：主に5年

無形固定資産
ソフトウェア 　 ：社内における見込利用可能期間(5年)に基づく定額法によっております。
そ の 他        　：定額法によっております。

4．外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算基準
外貨建金銭債権債務は、中間決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理して
おります。

5．引当金の計上方法
貸倒引当金         ：債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸

倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額
を計上しております。

退職給付引当金     ：従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資
産の見込額に基づき計上しております。
なお、会計基準変更時差異(4,572百万円)については15年分割の均等額による費
用処理を行っております。
過去勤務債務は、その発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定年数
(10年)による定額法により費用処理を行っております。
数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定年数
(10年)による定額法により翌事業年度から費用処理することとしております。
(追加情報)
当社は、確定給付企業年金法の施行に伴い、厚生年金基金の代行部分について、
平成15年3月26日に厚生労働大臣から将来分支給義務免除の認可を受けました。
当中間会計期間末日現在において測定された返還相当額は(最低責任準備金)は
6,965百万円であります。

役員退職慰労引当金 ：役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく中間期末要支給額を計上し
ております。

6．その他
リース取引         ：リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナス・リー

ス取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっており
ます。

消費税等の処理     ：消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。
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注記事項

中間貸借対照表関係
当中間会計期間末 　前事業年度末 前中間会計期間末

1.有形固定資産の減価償却累計額 23,982百万円 23,659百万円 23,594百万円

2.担保資産 2,946百万円 2,779百万円 3,126百万円

　担保付債務 2,486百万円 2,602百万円 2,782百万円

3.保証債務残高 4,919百万円 4,974百万円 5,091百万円

4.保証予約残高 750百万円 952百万円 957百万円

5.受取手形割引高 －百万円 200百万円 590百万円

6.自己株式の数 22,150株 19,646株 9,120株


